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1．はじめに

　グローバル化や情報化の進展と共に競争が激化している企業経営環境の下では，ビジネスに

新しい機会が生まれるが，一方で新たな潜在的リスクも増加している．そして，世界的にその

リスクが顕在化する事例が多く報告されている．特に，企業や公的機関の不正や不祥事は後を

たたず，ICT（Information　and　Communication　Technology）の進化によって不正や不祥事を

起した際のマーケットや消費者の反応が格段に速くなっており，影響を及ぼす程度も増大して

いる．このような状況下で，米国では企業改革法（Sarbanes　Oxley　Act：以下「SOX法」）が施

行され，また，日本でも日本版SOX法ともいわれる制度作りが進められ，その中核ともいえ

る「金融商品取引法」が2006年6月に成立した．しかし，これらに対する日本企業の対応は必

ずしも進んでいない．このような状況であるにもかかわらず，企業は更なる対応を迫られてい

る．すなわち，SOX法も金融商品取引法も財務諸表の信頼性を確保することのみを目的として

いるが，世界的な動きとしてはこの対応だけでは不十分と考えられており，「財務報告書のみな

らず全ての報告書の信頼性」「業務の有効性と効率性」「事業活動に関わる法令等の遵守」「事業

体の戦略」を目的としたERM（Enterprise　Risk　Management）への移行の重要性と必要性が提

唱されている．

　このような環境の中で，ERMの導入の検討を開始している内外企業は多いが，バートン他

［1］が指摘しているように，ERMの導入で最も困難かつ成否の鍵を握るのは，　ERMを日常の業

務プロセスの中にいかに深く浸透させるかという点にある．

　一方，米国におけるSOX法404条対応として，多量の文書化の要請に対する効果的な重要文

書の識別と業務の効率化を望む企業が多く，また，自社の業務プロセスを見直す業務の全般統

制や内部統制をシステムで実現するための内部統制にかかわる業務処理統制の効率化を求める

声が多い．日本における金融商品取引法においては，米国での状況を踏まえたうえで，内部統

制を確立する構成要素に「ITへの対応」が入り，現代のIT社会への最新の対応を求めている．

このように内部統制を効率的に行うためにITの活用が求められているが，　ITの活用方法が分

からずに逆に非効率なIT化を進めかつ多大な費用がかかり，また，　ITを導入することが目的と

なり，ITへの対応を行えばERMが実現できると勘違いしている企業が多いのではないかと危

惧する．

　本研究では，財務諸表の信頼性を確保することのみを担保するのではなく，業務の有効性お

よび効率性，報告の信頼性，事業活動に関わる法令等の遵守，事業体の戦略の4つの目的達成
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のためのプロセスであるERMへの移行の必要性を再確認する．また，　ERMを構築し組織に深

く浸透させるためにはITの活用がキーポイントとなるが，　ITを導入すれば問題が解決すると

いったこれまでの失敗を繰り返しているという点に関し，山下［2］のIT・ISの「暗黙信仰性」

の概念を紹介した上で，ERMにおけるIT・ISの「暗黙信仰性」へ陥ることへの警戒を促す．

そして，ERMにおけるIT・ISの「暗黙信仰性」の状況に至らせず，かつ，　ITを活用してERM

を構築し組織に深く浸透させるためには，組織メンバーの主体的な取り組みと目的・価値・情

報の共有化と自律的な問題解決による組織・情報の活性化が必要であるという観点に注目する．

その上で，著者が先行研究で提示したコントロール（管理）とサポート（支援）の共存とERM

における高一低エントロピーの循環モデルによって，情報処理過程と自働化の過程を滑らかに

循環させ，それらの両立が実現できるという視点を提示し，さらに，組織のメンバーの主体的

な取り組み，そして目的・価値・情報の共有化と自立的な問題解決による組織・情報の活性化

を実現させることを提示した山下らの「職場内コンピューティング（OJC：On　the　Job

Computing）」［3］の概念に基づき，ERMにおける自社独自の業務プロセスを実現するためのIT

への対応とERMを構築し組織への深い浸透の実現について考察する．最後に，　Webベースの

セルフ・アセスメント・ツールについて，ERMの高一低エントロピーの情報処理過程と自働

化の過程を滑らかに循環させる機能と，OJCという観点から，　ERMにおけるリスク・マネジ

メント・サイクルをいかにうまく構築し，滑らかに循環させ，さらに組織に深く浸透・定着さ

せるという概念に基づき考察する．

2．ERMの必要性と導入の困難性

2－1．内部統制を深化させたERMへの移行の必要性

　近年，日本のみならず世界中のビジネス社会において，顕在化したリスクへの対応を間違え

たがゆえに，更なる膨大な対価を支払い，企業の株主価値を減少させ，企業の評判を傷つけ，

さらには企業の崩壊につながった数多くの事例を目撃してきた．このようなリスク（企業内部

で発生した事故や不祥事を隠蔽したり，それに対して虚偽の報告をするというような対応の不

誠実さがもたらすリスク）について，著者は先行研究において「第三のリスク」として提示し

ている［4］．今日の企業は，従来型の断片的かつ事後処理型の受身のリスク・マネジメントから

脱し，また，さらに一歩進めてビジネス戦略と整合的なレベルで，企業全体にわたる統合的か

つ継続的に実施する新しいリスク・マネジメントの採用が求められている．すなわち，リスク

が統合され，戦略的かつ，組織横断的に実施するリスク・マネジメント（ERM：Enterprise　Risk

Management）［1］への移行が必要となっている．その意味で，著者はERMを「戦略的総合リ

スク・マネジメント」と呼びたい．

　1992年に，トレッドウェイ委員会組織委員会（Committee　of　Sponsoring　Organization　of　’the

Treadway　Commission：COSO）は「内部統制の統合的枠組み」（lnternal　Control－lntegrated

Framework）を発表したが，これは，伝統的な会計コントロールモデルから離れて広範な枠組

みを提示している［1］．しかし，COSOのこの内部統制の枠組みに基づいて作られた，米国の
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サーベンス・オックスレー法（SOX法｝が2002年に施行され，また，日本でも日本版SOX法と

もいわれる「金融商品取引法」が2006年6月に成立したが，これらの法律は「財務諸表の信頼

性」確保を目的とした限定が行われており，依然として会計監査中心の考え方が強く存在して

いる．確かに，昨今の企業の会計不祥事が頻発している状況を考えると，会計・財務の観点か

らのリスク管理が重要であることは否定できないが，この部分だけが企業にとってのリスクで

はない．自然災害・テロ・戦争，コンプライアンス違反，そしてコンピュータ・ウイルスなど

によるセキュリティ侵害，個人情報の漏洩など，リスクの種類も範囲も広範である．従って，

これら全てのリスクを管理するためには内部統制をさらに深化させたERMを実施することに

より，企業価値に対する信頼性が高まるのである．ERMは，まさに企業価値を最大化させる長

期的戦略作成のための体制作りと言える．

2－2．ERMによる企業価値の向上

　ここでは，企業価値の向上についてCSR（企業の社会的責任）という観点から考えてみる．

　近年，企業の価値を考えるにあたって，CSRが重視されている．企業を取り巻くステークホ

ルダーは企業の信頼性・透明性・環境対策も視野に入れたCSRを重視して企業経営のあり方を

求めている．また，投資家は企業に投資する際に，企業の収益力や配当という経済合理性のみ

ではなく，CSRに対する企業の取り組み姿勢にも注目している．

　CSRの観点から企業価値を考える場合，米国の代表的なSRI（Socially　Responsible

Investment：社会的責任投資）調査会社であるイノベスト社の考え方が引用されることが多い

［5］［6］．イノベスト社は図1に示すように，企業の財務諸表から明らかにできる市場価値を

「財務資本（有形資産）」と考え，企業の純資産額と時価総額の乖離部分を「非財務資本（無形資

産）」としている．そして，80年代半ばにおいては，企業の市場価値の75％は財務資本で把握で

きるという考え方が一般的であったが，90年代になると財務諸表から明らかにできる市場価値

は15％にすぎず，純資産と時価総額の乖離が顕著となり，企業の無形資産（非財務資本）の割合

が85％に達するという見方が出てきたと指摘している［5］［6］．

　図1の非財務資本（無形資産）はエステイクホルダーとのかかわり，②持続可能なガバナンス，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tステイクホルダーとのかかわり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a．規制遵守
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b．ステイクホルダー対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c地域コミュニティ対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　d．NGO　h・t応　　　　　　　　　　　　財務資本　　　　　　　　　　　　　　　e．発展途1国における展開と対応
　　　　　　　　　　　（有形資産）　　　　　　　　　　　　　f．サプライ’チエーン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2持続II∫能なガハナンス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a．戦略rl勺ビジョン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b．絹｛織1’1勺r；1”容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c　コーポレート・ガハナンス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3人n勺資本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a．従業貝処遇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b．労働4kf’i関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c．従業貝能力開発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　d．従業Uの健康・安全対策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」4　Ec⊂）Value’211
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a．戦略的マネシメント・キャパシテt－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　b，tltl　Jl］肖1］減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c．環境ビジネス研究・開発　　　図1　イノベスト社による企業評価
　　　（出所：谷本寛治編著「SRI社会的責任投資入門」を著者が一部修正）
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③人的資本，④環境評価（図ではイノベスト社の格付けモデルEcoValue’21⑱と記載されてい

る）の四つの項目で構成されている．それぞれの項目の構成要素は図1の通りである．

　このように，非財務資本（無形資産）の充実，すなわちCSRへの取り組みは，企業の競争優位

につながり，財務資本の貢献を通じて企業の持続的成長に寄与することによる収益源となり，

企業価値を向上させると考えられている［6］．

　SOX法や日本版SOX法（金融商品取引法）は，主に図1の財務資本の部分を対象としている．

すなわち，「財務報告の信頼性」のみを担保する制度である．「財務報告の信頼性」のみに対応

するだけでは，氷山の一角だけの対応であり，水面より下に隠れた氷山の部分である「非財務

資本」への対応も同時に行う必要がある．従って，企業の財務・非財務の価値に影響を与える

おそれのあるあらゆる潜在的リスクを認識し，自社のリスク許容範囲に抑える必要性があるた

め，その手段としてERMが注目されている．経営者はEarning　Volatilityを下げ，企業の

Sustainability（持続的可能性）を支えていかなければならない．すなわち，ビジネス上のリスク，

財務上のリスク，業務上のリスクを統合的に管理し，想定外のSurpriseが発生しないように，

企業の内外にあるあらゆるリスクを一元的に管理できる体制を整え，これらのリスクに対処す

るリスク・マネジメント戦略を策定することで収益性を高め，想定外のリスクが顕在化するこ

とによる企業価値の殿損を回避する必要がある．COSOの内部統制フレームワークは伝統的

な会計コントロールモデルから離れた広範な枠組みを提示しているが，さらに図1の非財務資

本まで捉え，内部統制を深化させたERMへの移行の必要性が生じてきた．

　しかし，真にERMを実効的なものとし成功に導くのは容易ではないことを世界中の企業は

認識している．バートン他［1］が指摘している通り，ERMの導入で最も困難かつその成否の鍵

を握るポイントは，日常の業務プロセスの中にいかに深く浸透させ，組織の内部環境（Internal

Environment）に溶け込ませるかという点にある．リスク・マネジメントを経営から分離・隣

接した手間のかかる単なる管理プロセスと認識するのではなく，組織全体が目指すビジネス戦

略と整合的なレベルでリスクを経営するというリスク哲学を醸成する必要がある．しかし，リ

スク・マネジメントを実効的に機能させるために必要なリスクの自覚と感覚を組織に浸透させ

るという目的に対して，世界中の企業が様々な努力を行っているが，苦戦を強いられているの

が実態である．

t

2－3．米SOX法対応とERM構築・定着・浸透の難しさ

　日本の金融商品取引法の内部統制監査制度のモデルとなったのは，SOX法404条であるが，

米国では導入企業にとってその費用負担に加え，内部統制の重要な問題点が公表された場合き

わめて大きな影響が生ずるため，一種の社会・経済問題が発生している．国際商事法務

Vol．34，No．7（2006）［7］に，その事例が紹介されているので以下に抜粋する．

（1）米国公認会計士協会（AICPA）の2005年9月のニュースでは，当時点で899社がSOX法404

　　条内部統制監査において重大な問題（material　weakness）があると公表され，当該企業の

　　60％以上の企業のCFOが公表後3ヶ月以内に辞任または解任された．また，これら公表
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　　企業の株価は，公表後60日後でも公表7日前の株価と比べて平均1％から6％下落したま

　　まであるという事実が報道された．

（2）Financial　Executives　International（FEDによるFEI会員上場企業217社の2005年3月ア

　　ンケート回答によれば，当該上場企業（売上平均50億ドル）でSOX法404条対応関連費用は，

　　1社当たり平均4．36百万ドル（約5億円）であった．内訳は，社内費用（残業代・新規従業員

　　雇用）1．34百万ドル，外部コンサルタント費用1．72百万ドル，監査法人監査費用1．30百万ド

　　ルであり，当初予想金額の2倍を上回ったと報告されている．

（3）小規模公開企業諮問委員会から2006年4月にSEC宛へ提出された報告書には，内部統制監

　　査において重大な問題が認定された場合，内部統制監査費用は50％から200％追加的に必要

　　となり，大幅に増加することが報告されている．

（4）さらに，これらの404条監査実施費用は，2年目以降も大幅な減少は見られない．理屈の上

　　では初年度は導入コストが多大なものとなることはやむをえないが，2年目以降はこれら

　　の費用は大幅に減少するはずである．しかし，実際は大幅な減少は見られず，小幅な減少

　　に止まった企業が多かったようである（例えば，FEIの報告では11．8％の減少しか見られ

　　ていない）．

（5）FEIレポートでは，①内部の役職者の仕事が増えたので全体の費用が減っていない，②重

　　大な問題が発生した企業は，問題の解消に努めるために当然費用の減額は望めず，逆に増

　　加する，③外部のコンサルタントや監査法人の行った仕事の内容が不適切で，2年目にやり

　　直している，④文書化しなければならない事項が増えて，事務作業が増えた，⑤本来は初

　　年度で行うべき事項（例，不祥事対策）が漏れており，2年目から始めたなどの事例が多く

　　報告されている．

　SECや米国公開企業会計監視委員会（PCAOB）は，当初から内部監査の費用や負担をいかに

効率的に減らすことが可能かについて議論を重ね，とくにSECはホームページ上に民間団体か

ら寄せられている要望書や統計資料を公開しており，内部統制監査をより効果的に行えるよう

な配慮を続けている．

　このように，米国では実際に内部統制監査対応の作業を行ってみて，対象企業に多大な費用

負担が生じるばかりではなく，2年目以降もその費用負担が減少しないという事実に困惑して

いる．また，多量の文書化の要請が行われているが，重要な文書を効果的に識別し，事務量を

減らし業務の効率化を望む企業が多く，IT関連の会社はコンサルタント業務に多忙のようであ

るが，ITコンサルタント担当者がCOSOの内部統制フレームワークの理解が十分でない上に，

企業の業務プロセスを熟知しているわけではないために，高い評価を受けている事例は少ない

ようである．

　そもそも内部統制の目的は，財務諸表の信頼性を担保するだけではなく，業務の有効性およ

び効率性，事業活動に関わる法令等の遵守を担保することにある．さらに，内部統制は経営者

自らが自社の業務内容に応じて各社各様に創意工夫を行い対応する必要がある．特に，自社の

重要なノウハウに関する部分については自社内での対応が必要となろう．この意味から，金融
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商品取引法で求められている内部統制，すなわち財務諸表の信頼性を担保する目的のみを実現

するシステムを構築すればよいというわけではない．法律のみに会わせた対応は本末転倒であ

り，ERMが目指す企業にとって本来の目的（「財務報告書のみならず全ての報告書の信頼性」

「業務の有効性と効率性」．「事業活動に関わる法令等の遵守」「事業体の戦略」）に対応していれば，

金融商品取引法への対応は可能である．同法に「ITへの対応」が盛り込まれているが，これに

ついても法律で定められているからITへの対応を行う，　IT対応を行えば金融商品取引法への

対応体制が構築できるといった，IT対応を目的とする誤った対応が行われつつあるようである．

ITを導入すれば業務の効率化や業務革新に繋がると考え，　ITの過剰投資を行った過去の失敗

を繰り返しつつある．今日の業務プロセスはITの活用を抜きにしては成り立たない．内部統

制やERMについても同様である．しかし，　ITはツールであって目的ではないことを再確認す

べきである．

　以下では，過去に行われたITやISへの期待と過剰投資について，山下［2］のITやtsに対す

る「暗黙信仰性」の概念を紹介し，ERMにおけるITやISに対する「暗黙信仰性」の存在を

指摘したい．

3．ERMにおけるIT・ISに対する「暗黙信仰性」

3－1．IT・ISに対する「暗黙信仰性」［2］

　これまでのIT（lnformation　Technology）やIS（Information　System）の変遷についてみ

てみる．例えば，AI（Artificial　Intelligence），マルチメディア，’インターネット等のIT，そし

てMIS（Mahagement　Information　Systems），　DSS（Decision　Support　Systems），　SIS

（Strategic　Information　Systems），　CIM（Computer　Integrated　Manufacturing　Systems）等

のISが常に社会の関心を集めてきた．しかし，それらの多くは過剰反応，掛け声倒れの繰り返

しであったように思われる．

　それでは，これに躍らされたのは誰であろうか？それは，もちろん企業，公共機関，研究所，

大学の人たちである．しかし，特に顕著であったのは企業，公共機関の上層部の人たちであっ

たように思われる．トップマネジメントの号令の下，新たなIT，　ISを多額の費用をかけて導入

したが，・思うような成果は得られなかったということが繰り返されてきたのである．その背景

には，次のような要因が存在する．

　　①ITやISはその実体が目には見にくい．　　　　　　エ　　L

　　②組織の上層部の人たちが，－ITやISについてあまりよく理解していない．

　　③ITやISが，経営の広い領域に関連を持つ．

　　④上層部の人たちは，社会の動向に対して敏感であり，他社に遅れを取りたくないとい

　　　う意識（競争意識）が強い．

　　⑤上層部の人たちが最終的な意思決定権を持つ．

　上記の①と②は，組織の上層部にとっての，IT，　ISの「暗黙性」を表している．それがゆえ

に，よくわからないがいかにも役に立ちそうに思えるのである．これが，ITやISに対する「暗
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黙信仰性」の概念［2］である．それでは，このような「暗黙信仰性」に陥りやすいという状況を

どのようにしたら防ぐことができるであろうか．それには，組織の上層部の人たちに任せるの

ではなく，組織のメンバーの主体的な取り組み，そして目的・価値・情報の共有化と自律的な

問題解決による組織・情報の活性化が必要となる．

3－2．ERMにおけるIT・ISに対する「暗黙信仰性」の存在

　2－3で述べたとおり，米SOX法404条内部統制監査に対応するために，米国では多量の文

書化の要請に対する効果的な重要文書の識別と業務の効率化を望む企業が多く，また，自社の

業務プロセスを見直す業務の全般統制や内部統制をシステムで実現するための内部統制にかか

わる業務処理統制の効率化を求める声が多い．日本における金融商品取引法においては，米国

でのこの状況を踏まえたうえで，内部統制を確立する構成要素に「ITへの対応」が入り，現代

のIT社会への最新の対応を求めている．この「ITへの対応」について，金融商品取引法の基

準案を作成した金融庁企業会計審議会内部統制部会で部会長を務めた八田教授は，2006年3月

6日付けの日経コンピュータの特集で次のように述べている［8］．すなわち，IT業界やソフト

ウェア業界では「ITなくしては企業経営なし」と言わんばかりであるが，「ITへの対応」とは

そういうことではなく，まず，①ITの持つ利便性や脆弱性，危険性をきちんと理解した上で

対応しなければならないこと，②ITを駆使した内部統制の仕組みづくり，例えば本社と連結

ベースの関連会社や子会社すべてを一括管理できるシステム構築も必要ではないかという意図

があるという内容である．

　しかしながら，昨今の日本企業やIT業界の動きを見ると，ITへの対応をおこなえば金融商品

取引法への対応やERMが実現できるといった方向に動きつつあり，ITへの対応が目的化して

いるケースが増えているのではないかと危惧する．法律で定められているからITへの対応を

行う，IT対応を行えば金融商品取引法への対応体制が構築できるといった，　IT対応を目的とす

る誤った対応が行われつつあり，ITの過剰投資を行った過去の失敗を繰り返しつつあるように

感じる．ERMにおいてもIT・ISに対する「暗黙信仰性」が存在している．

　今日の業務プロセスはITの活用を抜きにしては成り立たない．内部統制やERMについても

同様である．しかし，ITはツールであって目的ではないことを再確認すべきである．

4．ERMにおけるIT・ISに対する「暗黙信仰性」の防止

　前節においてERMにおけるITやISに対する「暗黙信仰性」に陥ることへの警戒を促した

が，この状況に至らないためには，目的・価値・情報の共有化（情報処理過程）と自律的な問題

解決（自働化の過程）による組織・情報の活性化が必要である．ERMにおいてこの両者を両立さ

せる必要があるが以下では，これらを両立させるためには，著者が先行研究で提示している

ERMにおける高一低エントロピーの循環モデル［9］を滑らかに循環させる必要があるという視

点を示し概観する．そのうえで，ERMにおける自社独自の効率的な業務プロセスを実現する

ためのITへの対応として，組織の活性化と情報の活性化を実現させるとする山下らの「職場
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内コンピューティング」（OJC：On　the　Job　Compudng）の概念［3］に基づき考察する．

4－1．コントロールとサポートの共存とERM‘こおける高一低エントロピー一の循環モデル［9］

　著者は，内部統制（インターナル・コントロール）における「統制と管理（control）」と「支援

（support）」を共存させた「インターナル・マネジメント」という新しいコンセプトを提示し，

それへの移行の必要性を提唱した［10］．特に，日本企業に内部統制が浸透しにくいといわれて

いる点［11］に関して，日本企業の組織の特徴を理解した上で，効率性の発揮を主にした「統制

と管理（control）」と組織の能動性を増し創造性を発揮する「支援（suppOrt）」［12］の共存につい

て示した．また，インターナル・マネジメントにおいてはトップの指導力とコミットメントに

よる「命令と統制」による効率性を重視した業務の定型化（マニュアル化）が低エントロピー源

となり，一方，組織のメンバーの創造性を重視した非定型業務（非マニュアル化）が高エントロ

ピー源となるというインターナル・マネジメントにおける高一低エントロピーの循環モデルを

提示した［13］．

　ERMは内部統制をベースとしたものであり，その思想を受け継いでいるところから，著者は

「統制と管理（control）」と「支援　　　　　　　　　　：、．’r・e．　　　　　　　　　．、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・：，tl‘t　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　←

（support）」の共存と高一低エン

トロピー源の循環を，ERMに拡

張した概念を提示した（図2）［9］．

　図2において，横のサイクルの

上側の情報処理過程がERMにお

けるコントロールの側面である低

エントロピー源モデル，下側の自

働化の過程がERMにおけるサ

ポートの側面である高エントロ

ピー源モデルであり，また，縦の

サイクルが「業務の定型化（マニュ

アル的行動）と非定型的業務（非マ

ニュアル的行動）に関する問題探

索エネルギー・フレームワーク」

［14］を示している．これらはマ

ニュアル的行動と非マニュアル的

行動の2点で交わっており，横の

輪
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図2　ERMにおける高一低エントロピーの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　循環モデル

サイクルは効率性・創造性の自働化の過程と情報処理過程についてのエントロピーの高低の循

環を，縦のサイクルはぬるま湯感［15］と問題探索エネルギー［16］についてのエントロピーの高

低の循環性を表現している．そして，インターナル・マネジメントと同様に，これら二つのサ

イクルが結合した状態として，ERMのマニュアル的行動と非マニュアル的行動の循環性が説
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明されるのである．しかし，ERMにおける効率性重視（マニュアル化）の行動と創造性重視（非

マニュアル化）の行動が共存しているものの，その両立は容易でない．したがって，ERMにお

ける「コントロール（統制と管理）」の側面と「サポート（支援）」の側面を，組織に適した形で

滑らかに循環させ両立させることが重要な課題となる．

4－2．職場内コンピューティング（OJC）［3］

　前節で，ERMにおける効率性重視（マニュアル化）の行動と創造性重視（非マニュアル化）の

行動が共存しているものの，その両立は容易でないと述べたが，これらを両立させるための解

決策の一つとして職場内コンピューティング（OJC）の概念を導入する．

　山下ら［3］は幅広い参加的学習により組織と目的・価値を共有化し，かつ職場内でPC＆LAN

を活用しながら「眠った情報」を活性化（情報活性化）することにより，非定型的業務にアジル

に対応しようとする「職場内コンピューティング」（OJC；On　the　Job　Computing）の概念を

提示している．さらに，OJCは上からの命令があってはじめて行動するのではなく，自分で問

題を見つけ自分で問題を解決すること（自働化；ニンベンのついたジドウカ）により，担当者へ

の権限委譲を基礎とした組織活性化をねらいとしている．

　近年の企業環境のめまぐるしい変化は，定型的な仕事の割合を減少させ，非定型的な業務の

ウェイトを増大させている．さらに，現在の情報化社会においては，非定型的な業務の中心が，

「非定型的な情報処理」へとシフトしていく傾向にある．OJCによる非定型的な情報処理への

能動的な対応は，従来メインフレームに蓄積するだけであった情報（眠った情報）を活動的な状

態（活性化された情報）にする．

　活性化された情報は，その情報を共有しながら積極的に活用する方向へと組織のメンバーを

導く．また，組織活性化を「組織と目的・価値を共有（一体化）しながら，組織のメンバーが能

動的に問題を解決していこうとする状態」とする高橋［17］の定義にしたがえば，上記のような

「情報の共有化」が組織との一体化を，またその「積極的活用」が能動性をそれぞれ意味するた

め，組織を活性化させる働きを持つことがわかる．

・・C－

kPC、WSの活用LANの活用］一〔灘ごコー〔離

　　　　　　　　　　　　図3　0JCによる組織と情報の活性化

　以上の議論から，OJCは，職場内でITを活用しながら組織と目的・価値を共有化し，非定

型的情報処理に能動的に対応することにより，組織と情報の両方を活性化することが示唆され

る．このように，OJCの能動的問題解決（自働化の過程）と，情報の共有化による非定型的情報

処理（情報処理過程）によって，組織と情報の両方を活性化させERMにおけるコントロール（統

制と管理）」の側面と「サポート（支援）」の側面を，組織に適した形で滑らかに循環させ両立さ

せることに繋がる．
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　また，ERMの高一低エントロピーモデルで示したように，組織の参加者全員の意識を向上さ

せるためには，赤城，山下の「問題探索エネルギー」［16］を組織のメンバーが高める必要がある．

ここで問題探索エネルギーとは，組織のメンバーが自己の高い体温と組織の低いシステム温と

のギャップを埋めるために組織の背後に存在する真の問題を探索する際の動機付けとなるエネ

ルギーであると定義されている［16］．ERMは，組織のメンバーの意識を向上させ新たな問題

を探索しようとするエネルギーを高めるという意味において，経営組織が保有する情報量，エ

ントロピーを相対的に高める役割を果たす．組織における非マニュアル化の流れは，集権的組

織から分権的組織へのシフトをもたらすと同時に，新たな問題を探索しようとするエネルギー

を高めるという意味において，経営組織が保有する情報量，エントロピーを相対的に高める役

割を果たす．OJCの「非定型的業務への対応」は「問題探索エネルギー」を高め，　ERMの高

一低エントロピーモデルの縦のサイクル（図2）を滑らかに循環させる役割を果たす．

5．ERMにおける高一低エントロピーの循環とOJCとしてのWebベースの

　　セルフ・アセスメント

5－1．セルフ・アセスメント制度（Risk1Control　Self－Assessment　Process）について

　ERMの強化策の一形態としてセルフ・アセスメント制度（Risk／Control　Self－Assessment

Process）があり，表1のような特徴を持つ．

　　　　　　　　　　　　表1　セルフ・アセスメント制度の特徴

（1）実際に業務を行っている現場の担当者（または責任者）が，自らが自らの業務のリスク評

　価を行い，対応ができていないリスクに対して自らがアクションプランを作成して改善

　を行う（役割と責任の明確化とその所在の明確化を行う）．

（2）業務に内在するリスクの把握およびそれに対するコントロール手続の有無ならびにその

　有効性について，自らが定期的に評価を行い，リスク・マネジメント・サイクルを繰り返

　し循環させ，コントロールできていないリスクを削減していく．これを継続的すること

　によりERMを組織に深く浸透させ定着させることができる．

（3）セルフ・アセスメントに関して内部監査部門（必要に応じて外部監査人）による検証を行

　い，セルフ・アセスメント制度の運営とプロセスの適切性を確保する．

　そして，

れている．

セルフ・アセスメント制度導入により，表2のようなメリットが生じることが知ら

表2　セルフ・アセスメント制度導入のメリット

（1）現場のリスクに対する意識の発生

（2）現場責任者によるリスクの理解の向上

（3）不要な事務手続きや業務プロセスの発見

（4）事故・不祥事等による損失の減少

（5）内部監査作業の効率化

（6）監査部門≒業務部門のコミュニケーションの向上

（7）内部監査の質的向上
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5－2．セルフ・アセスメント制度とWebベースのRCSAツール

　セルフ・アセスメント制度は上記のメリットを有する一方で，現場担当者と責任者に大きな

業務負担増に繋がることは事実である．従って，このセルフ・アセスメントの業務負担を大幅

に改善する必要があり，このためにITが活用され，多くの欧米ならびに日本のERM実施企業

においてWebべ一スのセルフ・アセスメント・ツール（RCSAツール）が導入されている（図4）．

RCSAツールの特徴と機能を表3と表4に示す．

図4　Webベースのセルフ・アセスメント・ツール概念図

表3　RCSAツールの特徴

（1）セルフ・アセスメントのプロセスを電子化し，アセスメントに必要な紙ベースの資料の受渡し

　を省き紙の量と時間を削減することができる．

（2）データを集中管理することができ，Web経由でCRO（Chief　kisk　Officer）ないしはリスク・マ

　ネージャーに直接情報が報告され，正確かつ効率的にデータを収集することができる．

（3）遠隔地の業務に内在するリスクおよびそれに対するコントロー一一ル手続の有無や有効性をCRO

　（Chief　r　isk　Officer）ないしはリスク・マネージャーが集中的にモニターすることができる．

（4）評価手法を標準化することにより，同種の業務に内在するリスクや有効なコントロール手法に

　関する知識を，効率的に共有化することができる．

（5）ERMの不備に関するアクションプランや改善状況を瞬時にモニターすることができる．

表4　RCSAツールの機能

アセスメント対象の把握

リスクの把握

リスクのコントロール手続きの把握

コントロール実施状況の自己評価

アクションプランの作成

CRO（Chief　Risk　O伍cer）ないしはリスク・マネージャーへの報告と集計

データの分析とトップマネジメントへの報告
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　このように，リスク・マネジメント・サイクルを循環させERMを組織に深く浸透させ定着

させる一つの手段として，Webベースのセルフ・アセスメント・ッールがあり，米国ではすで

に大手企業や金融機関で活用されている．以下では，Webベースのセルフ・アセスメント・

ツールについて，ERMの高一低エントロピー循環モデルとOJCの概念に基づき考察する．

5　－3．Webベースのセルフ・アセスメント・ツールによるERMにおける高一低エントロピー

　　　の循環［18］

　リスク・マネジメント・サイクルは，生じる問題を事前に認識し，それらのリスクが顕在化

する前に対処するという能動的かつ積極的なアプローチが必要である．この意味から，以下の

リスク・マネジメント・サイクルを繰り返し循環させて改善させる必要がある．

（1）Risk　Identificationを行う

　　把握しておかなければならない重要なリスクを認識する．

（2）Risk　Assessmentを行う

　　（ア）上記（1）のステップで抽出された重要なリスクについて，現場のマネジメントが自ら

　　　　アセスメントを行い評価する．

　　（イ）対応ができていないリスクに対しては，現場のマネジメント自らがアクションプラン

　　　　を作成して改善していく（役割と責任の明確化とその所在の明確化）．

（3）Risk　Managementを行う

　この，（1）～（3）のリスク・マネジメント・サイクルを循環させることによって，コントロー

ルできていない重要なリスクを減少させていくことになる．

　Webベースのセルフ・アセスメント・ッールは，このリスク・マネジメント・サイクルを循

環させる一つの手段として機能していると考えられる．Webベースなので企業内のネット

ワークを通じて机上のPCを利用して手軽に現場とリスク・マネージャーが直結したリスクの

評価が可能であり，加えて以下のメリットがある．

（1）現場の管理者が現状の手続きやガイドラインをWeb＃で迅速かつ簡単に確認できるとい

　　う情報処理・情報共有面で優れている（情報処理過程の循環）．

（2）自らリスクを認識し，Web上でトレーニング・教育できるという観点から教育的効果があ

　　り，組織の自働化が実現できるというメリットがある（自働化の過程の循環）．

（3）トップに情報が早く伝わり，トップの素早い意思決定を実現できる．

　このように，Webベースのセルフ・アセスメント・ツールは情報処理過程（コントロールの

側面）と自働化の過程（サポートの側面）の両方のサイクルをうまく循環させ両立させることが

でき，著者の指摘したERMにおける高一低エントロピーの循環モデルを滑らかに循環させ，

これによってERMを構築し組織に深く浸透させることができるものと考える．

　さらに，組織のメンバーの自働化によるセルフ・アセスメントの実現は，組織参加者の問題

探索エネルギーを高めることとなり，組織が活性化し意識を高めることに繋がる．
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5－4．Webベースのセルフ・アセスメント・ツールによるERMにおける職場内コンピュー

　　　ティング（OJC）

　山下ら［3］が指摘しているように，OJCは幅広い参加的学習により組織と目的・価値を共有

化し，かつ職場内でPC＆LANを活用しながら「眠った情報」を活性化（情報活性化）すること

により，非定型的業務にアジルに対応する．このOJCの機能は，　ERMにおける基本的な構成

要素である内部環境（Internal　Environment），すなわち組織の構成員のリスクに対する意識に

影響を及ぼす組織の姿勢（tone　of　the　organization）であり基盤の部分であるが，　Webベースの

セルフ・アセスメント・ッールは，OJCの情報活性化と非定型業務へのアジルな対応機能を具

備している．

　さらに，OJCは上からの命令があってはじめて行動するのではなく，自分で問題を見つけ自

分で問題を解決すること，すなわち，OJCの自働化の機能は，担当者への権限委譲を基礎とし

た組織活性化を実現する．さらにこのOJCの自働化の機能は，眠った情報を活動的な状態（活

性化された情報）にし，活性化された情報は，その情報を共有しながら積極的に活用する方向へ

と組織のメンバーを導く．Webベースのセルフ・アセスメント・ツールは，まさに現場の担当

者（または責任者）が自らアセスメントを行い，アクションプランを作成しフォローアップする

という，自働化の過程を具備しており，さらにWebベースのデータベース管理であるため，情

報の共有化と情報伝達の迅速化が実現できる．

　また，ERMは経営者自らが自社の業務内容に応じて各社各様に創意工夫を行い対応する必

要がある．特に，自社の重要なノウハウに関する部分については自社内での対応が必要となろ

う．そのためにも，OJCの観点からWebベースのセルフ・アセスメント・ツールはITコンサ

ルタントに任せるのではなく，可能な限り自社での開発を行う，または，当初のみ外部の力を

借りて導入するとしても，次年度以降は自社内部での改善を加え，リスク・マネジメント・サ

イクルを自らが循環させていくべきである．

6．Webベースのセルフ・アセスメント・ツールの適用例

　ここでは，データベースをWebページに掲載し，各拠点や各部署からのセルフ・アセスメ

ントの状況を双方向でやり取りを行うことを検討する．さらに，自社独自の効率的な業務プロ

セスを実現するためのITへの対応として，組織の活性化と情報の活性化を実現させるとする

OJCの概念に基づき，自社内での独自開発について検討する．しかも，簡易に開発できるよう

に汎用的なソフトウェアであるAccessを利用し，　Accessのデータベースをインターネットの

Webページとして他の閲覧者（拠点・部署のリスク管理担当者・責任者）に公開でき，データを

更新する「動的Webページ」を作成することを試みる．　ERMの高一低エントロピーの滑らか

な循環とOJCの観点から，　Accessのレポート，フォーマット，テーブル，クエリの機能を利

用してデータベースを効果的・効率的に活用し，以下の点の実現を目指す．

（1）現場の管理者が現状の業務プロセスをWieb上で迅速かつ簡易に把握し評価できるという

　　情報処理・情報共有することができる（情報処理過程の循環）．
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（2）自らリスクを認識し，さらにWeb上でトレーニング・教育できるという観点から教育的

　効果があり，組織の自働化が実現できる（自動化の過程の循環）．

（3）トップマネジメントに情報が早く伝わり、トップマネジメントの素早い意思決定を実現で

　きる．

具体的には，Accessにおいて以下の操作を行うことによって動的Webページを作成する．

①デザインビューでデータアクセス〔一ジ　　②Webブラウザでデータアクセスページ
　を作成する　　　　　　　　　　　　　　　　を表示する

　Webサーバーのファイアーウォールの設定を確認し，アクセス権の管理やセキュリティの確

保に注意を要するが，理論的にはk記のようにAccessによって簡易にデータベースの作成と

Webベースで各拠点・各部署との双方向の情報共有が可能となる．

7．おわりに

　本研究では，内部統制からERMへの移行の必要性を再確認したうえで，　ERMを構築し組織

に深く浸透させるためにはITの活用がキーポイントとなるが，　ERMにおけるIT・ISの「暗

黙信仰性」へ陥ることへの警戒を促した．そして，ERMにおけるIT・ISの「暗黙信仰性」の

状況に至らせず，かつ，ITを活用してERMを構築し組織に深く浸透させるためには，　ERM

における高一低エントロピーを滑らかに循環させる必要があり，また，OJCを実施する必要が

あることを提示した．そして，セルフ・アセスメント・ツールとしてのWebベースのセルフ・

アセスメントについて，ERMの高一低エントロピーの循環モデルにおける情報処理過程と自

働化の過程の機能と，OJCという観点から，　ERMにおけるリスク・マネジメント・サイクル

をうまく構築し，滑らかに循環させ，さらに組織に深く浸透し・定着させるという概念に基づ

き考察し，さらに導入の適用例を提示した．本研究が，ERMを日常の業務プロセスの中に深く

浸透させるための一助となれば幸いである．

　　（本研究は，2006年度愛知淑徳大学研究助成費研究の一環として行われたものである）
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